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（４）１年間の事業費 （５）国庫負担額

４ その他４ その他

○ 関係者との連携状況については、行政関係者（自治体職員、家庭相談員、母子相談員等）とは、メールや電話等で適宜情報共有している割
合がもっとも多く37.2％、次いで定期的に集まり対面（ケース会議等）で情報共有されている割合が多い。

○ 事業実施体制について工夫していることについては、教員や社会福祉士等を目指す学生ボランティアを活用している割合が44.9％でもっと
も多く、次いで子どもが物理的にアクセスしやすい拠点・施設で活動している割合が42.3％、支援に携わる関係機関・関係者同士で連携して
いるが38.5％である。

（２）事業実施体制について工夫していること（１）関係者との連携状況


